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研究成果の概要（和文）：直接基礎の非線形動的相互作用を、基礎の滑りによる「入力損失」と

定義し、振動台実験と数値解析により、「入力損失」を求める手法を提案した。また、直接基礎

の滑りを考慮した建物の地震応答解析から「応答低減係数」を提案した。研究期間中に発生し

た東日本大震災の被害調査を通し、杭基礎建物については、被災建物を中心に、常時微動観測

及び余震観測を行い、観測記録の分析から動的相互作用と建物被害の関係について検討した。

研究成果の概要（英文）：The effects of non-linear dynamic soil-structure interaction of 
spread foundations were discussed where “Input loss by base-slip” and “Response 
reduction factor ” were proposed through shaking table tests and non-linear seismic 
response analysis considering base-slip of spread foundation. In case of pile foundations, 
the effects of non-linear dynamic soil-structure interaction were studied through field 
investigation of damaged buildings and microtremor measurements and aftershock 
observation of 2011 Tohoku Earthquake. In case of pile foundations, numerical analysis 
and introducing the effects into design technique will be discussed in more detail in 
the future.
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１．研究開始当初の背景
近年の大地震において地震観測点で 1G を

超えるような大加速度記録が得られている
のにも関わらず、その周辺の建物被害が必ず
しも大きくないことが指摘されている。地震
による地表面の揺れの大きさと周辺の地震
被害との関係を把握しておくことは新築建

物の構造設計や既存建物の耐震診断の高精
度化にとって有益であるばかりでなく、地震
時の避難計画や防災対策にとっても極めて
重要であるため、昨今指摘されているこのよ
うな「大加速度による地震力を受けたのに対
して建物の地震被害が大きくない」という現
象のメカニズムを解明することは建築構造
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学の今後の発展にとって極めて重要な意味
を持っている。
２．研究の目的

大加速度に対して建物被害の少ない原因
はいくつか考えられるが、そのうちの一つに
地盤－建物間の動的相互作用が挙げられる。
動的相互作用に関する研究は、ひずみ領域の
小さな線形問題については理論面では完成
の域に達し、実験や観測でも理論を裏付ける
結果が得られている。また、兵庫県南部地震
以来、液状化など地盤の非線形挙動が顕著に
現れる大ひずみ領域での非線形動的相互作
用の解明が叫ばれ、研究が進められている。

一方、ここ数年の大加速度を記録した地震
の観測記録を分析すると、必ずしも地盤の変
形は大ひずみ領域に達しているわけではな
く、むしろ中小ひずみ領域に収まっているこ
とが多い。また、このような地震の際に建物
内と建物周辺の地盤とで同時観測を行った
結果によると、動的相互作用によると思われ
る有効入力の大幅な低減が見られることが
ある。この大幅な有効入力の低減は線形範囲
の動的相互作用理論では解釈しきれず、大ひ
ずみ領域に至る前の中小ひずみ領域におい
てもすでに、基礎底面と地盤の剥離やすべり、
浮き上がりといった非線形動的相互作用に
よる有効入力の低減が現れていることを示
唆するものである。つまり中小ひずみ領域で
起こっている非線形現象の解明は建築物の
複雑な地震応答を把握することに大きく貢
献するものと思われる。

３．研究の方法
研究方法は振動台実験及び常時微動観測、

地震観測を中心に行った。また、振動台実験
結果に基づき、数値解析により中小歪領域で
の非線形度的相互作用効果を検討した。

せん断土槽を用いた振動台実験では、直接
基礎を想定した建物モデルを地盤に設置し、
最近の被害地震を入力地震動として用いた。
基礎が滑り出す時の加速度を求め、地震動の
周期特性も含めて、中小ひずみ領域の非線形
動的相互作用が建物の地震応答に与える影
響について検討した。非線形動的相互作用と
して 1)基礎と地盤のすべりによる影響、2)
基礎の剥離や浮き上がりによる影響を検討
した。基礎形式は直接基礎とした。

観測については、L字型平面を持つ杭支持
建物において常時微動観測を実施した他、研
究期間中に東日本大震災が発生したため、被
災した複数の杭支持建物において余震観測、
常時微動観測を実施し、動的相互作用の影響
を検討した。

４．研究成果
振動台実験から得られた、直接基礎と地盤

の静止摩擦係数を用いて、静止摩擦係数×地

動加速度を超える地動加速度は入力損失に
相当すると仮定し、継続時間中の加速度時刻
歴波形の面積に対する、入力損失にあたる面
積の比を、直接基礎の「滑りによる入力損失」
として求めた。さらに、この「滑りによる入
力損失」を考慮した加速度時刻歴波形を直接
基礎への入力波とみなして、応答スペクトル
を算出し、基礎固定時の応答スペクトル（「滑
りによる入力損失」を考慮しない観測記録そ
のまま）との比を求めて、これを直接基礎の
「滑りによる応答低減係数」として定義した。

直接基礎の「滑りによる応答低減係数」を
用いて近年の被害地震の被害予測を行い、被
害調査結果との比較から、基礎の滑りを考慮
することによって、より被害実態に近い予測
結果が得られることを指摘した。

図 1 入力損失の考え方

図 2 応答低減係数

図 3 滑りによる入力損失と応答低減率の
関係

次に、杭基礎で支持された、L 字型平面を
有する RC 造建物において常時微動観測を実
施し、小振幅の振動時ではあるが、地盤‐建
物動的相互作用の影響について検討した。軟
弱地盤における観測データからは最上階と 1
階のスペクトル比のピークが複数現れるな
ど（図 4）、地盤‐建物動的相互作用の複雑な



様相が現れており、建築振動論の観点から物
理的な解釈を試みた。

また、動的相互作用効果のうち、ロッキン
グ振動が建物短辺方向の水平振動中に占め
る割合を算出した。周期帯によって若干のば
らつきが見られたが、30%～45%と高い値が得
られた（表 1）。

図 4 L字型平面を持つ建物の振幅比
（GLは地盤を示す）

表 1 ロッキング率

研究期間中に発生した東日本大震災での
建物被害調査の一環として、被災建物におい
て常時微動観測、余震観測を実施した。また、
本震時の観測記録を含め、大加速度を受けた
建物の非線形動的相互作用について検討し
た。さらに杭基礎を中心に基礎構造被害の調
査を行い、観測記録と被害の程度との関係に
ついて考察した。震度6を超える地震により、
実際に大加速度を受けた建物の観測記録と
被害調査を比較できたことの意義は大きく、
今後、杭基礎建物の設計法の高度化を検討す
るにあたり、重要な結果が得られたと考えて
いる。

上部構造に大きな被害を生じた建物では、
上部構造の固有周期と地盤の卓越周期の関
係から、動的相互作用の影響はあまり大きく
なく、杭基礎での被害も認められなかった。
一方、軟弱地盤上に建つ杭基礎で支持された
RC 造建物では、杭頭部で顕著な被害が認めら
れ、上部構造の振動被害は小さいものの、基
礎での被害が大きく、上部構造の沈下・傾斜
を招いた。

杭基礎に大きな被害が起きたと推定され
る SRC 造 14 階建て建物（以下建物1）と標記）
と建物本体には大きな被害は見られなかっ
たが、隣接する階段棟の杭基礎の被害が起き
たと考えられる RC 造 5 階建て建物（以下建
物 2）と標記）において、常時微動観測及び
地震観測を行った。

建物 1)では上部構造の固有周期と敷地地
盤の卓越周期が近く（約 1 秒）、動的相互作

用の影響があまりないものと推定される一
方、建物 2)では常時微動観測及び地震観測記
録から、動的相互作用の影響が見て取れた。
以下、動的相互作用の影響が見られた建物2)
の結果について記す。図 5には建物 2)の概要
である。住居棟に隣接する階段棟が建物脚部
の損傷や杭頭部の損傷と思われる原因によ
り最大で 1/30 程度、傾斜している。図 6 及
び図 7、表 2 には、基礎固定系の上部構造の
振動特性を表わす 5F/1Fの結果と相互作用系
の結果を表わす 5F/FF（FF は地盤）を比較し
て示す。建物 2)は長辺方向が 100m を超える
細長い平面形状をしており、観測は長辺方向
に 5 ヶ所で行っている。杭支持層は 8m～16m
とかなり不整形な形状をしていることが想
像される。

図 5 建物 2)の概要（短辺方向の断面）

常時微動観測記録の伝達関数から求めた
振幅比について、図 6 には基礎固定系、図 7
には相互作用系の結果を示す。耐震壁のある
短辺方向（TR）については長辺方向よりも若
干、固有振動数が高振動数側に移動している
様子が分かる。基礎固定系と相互作用系では
固有振動数は約 1割程度、相互作用系の方が
低振動数側に移動する傾向が現れている。

これらの結果から、1 次固有振動数につい
てまとめたものを表 2に示す。各通りの横に
書かれたカッコ内の数字は杭長を示す。概ね、
建物の固有振動数は建物短辺方向で 3.5Hz前
後、長辺方向で 3Hz 前後となっている。各通
りで結果に若干ばらつきが見られるのは、付
近に階段棟が存在していることが考えられ、
階段棟の振動が影響を与えている可能性が
考えられる。

図8は余震観測記録の最大値を建物短辺方
向（TR）と長辺方向（LN）について整理した
ものである。K-NET 仙台や K-NET 塩釜のサイ
トでは最大加速度の卓越する方向が異なっ
ており、図 5に示した敷地の地形、つまり杭
支持層が不整形な形状をしている影響が考
えられる結果となった。

杭長：8m～17m

杭長：6m～8m 切土側盛土側

N階段棟 住居棟
（A棟）



図 6 振幅比（5F/1F）

図 7 振幅比（5F/地盤）

表 2 常時微動観測結果
（カッコ内の数字は杭長、FFは地盤を示す）

図 8 余震観測記録の最大値

この他にも杭基礎建物で上部構造に被害
が認められたものや上部構造に顕著な被害
はないものの、沈下や傾斜を示した建物につ
いて調査を行った。

上部構造に大きな被害が認められ、大破と
判定された建物では、杭基礎での被害が小さ
い、あるいはほとんどない状況であった。こ
こは基礎梁が大きく剛であり、また根入れ深
さが大きく取られていたことが特徴的で、動
的相互作用における根入れ効果を確認でき
たと言える。しかし、この建物では、上部構
造の固有周期と地盤の卓越周期が近かった
せいもあり、上部構造で大きな被害を生じた。

基礎で大きな被害が生じた建物では、敷地
地盤のボーリングデータとの比較や、杭の引
抜き調査を実施できた調査結果から、既製コ
ンクリート杭の杭頭部が建物慣性力により
大きく損傷しており、杭頭接合部の設計の重
要性をあらためて認識させられる結果とな
った。

上部構造の固有周期と地盤の卓越周期の
関係、杭基礎建物の場合は、基礎の根入れ深
さの重要性、杭頭接合部の強度の確保、杭体
の強度と靱性の確保、といった事項が重要で
あることが、本震・余震・常時微動観測記録
および各種の被害調査から指摘できた。

直接基礎については滑りの実験結果を用
いて基礎の非線形動的相互作用を考慮する
方法を「滑りによる入力損失」、「滑りによる
応答低減係数」として提案したが、杭基礎に
ついては実在建物での常時微動観測及び地
震観測記録の分析に留まった。数値解析的な
検討や設計法への応用については今後の検
討課題としたい。
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